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国政「戦争法廃止」の「２０００万署名」達成を
昨年９月の「戦争法」の強行成立から半年が立ちました。「戦争法廃止」の声は、新たな広がりをみせています。「戦争法廃止」のために、「野党は共闘して自民・公明の与党とその補完勢力を少数に」との市民の声と運動が野党を動かし、２月の５野党党首の「戦争法廃止」、選挙協力などの合意にもとづき、「戦争法廃止」法案が国会に提出され、参議院選の１人区での野党統一候補の実現が進められています。市民と５野党がスクラムを組み、政治を変えようという画期的な動きの前進に期待と注目が集まっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍内閣は、「戦争法」を３月２９日に施行しました。「戦争法」のもたらす現実的な危険が一段と増して行きます。　内戦が続いているアフリカ・南スーダンのＰＫＯ(国連平和維持活動)に参加する自衛隊の任務が拡大され、任務遂行のための武器使用が可能になれば、自衛隊が現地の武装勢力と交戦し、戦後初めて｢殺し、殺される」事態を引き起こしかねません。米軍主導の多国籍軍が中東で行っている過激組織ＩＳへの空爆支援についても、法律上は自衛隊が参加できると中谷防衛大臣は答弁しています。そんなことになれば、テロと戦争の悪循環に日本自身が身を置いて、日本国民を危険にさらすことになります。「戦争法廃止」はいよいよ急務です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ立憲主義を破壊して強行された「戦争法」を放置しておくことはできません。国会で多数をとる政権党でも憲法の枠組みに反する政治をしてはならないというのが立憲主義です。権力が憲法を無視して暴走を始めれば、「独裁政治」への道になってしまいます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「戦争法廃止」、立憲主義回復の課題にとどまらず、経済政策「アベノミクス」、消費税増税、原発、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、沖縄県名護市の辺野古新基地建設反対など、「一点共闘」の課題を掲げて、安倍暴走政治にストップをかける世論と運動を急速に盛り上げ、国政選挙で自公とその補完勢力を少数に追い込むことが必要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
桑名市議会　３月定例議会は３月２４日に終る
市長提出議案はすべて承認され、請願２件は不採択

日本共産党桑名市議団は、当初に提出された４４議案中、１４議案に反対しました。来年度予算９議案（農業集落排水事業特別会計を除く）、今年度補正予算１議案（一般会計）、条例の制定１議案（観光振興基金条例）、条例の一部改正３議案（職員給与、マイナンバー関連、子ども・子育て会議条例）です。
特に一般会計予算は、行財政改革と言う名で住民サービスを大幅に削減して、大型事業（病院建設、駅西区画整理を含む駅周辺事業＝裏面参照、土地開発公社の解散）には多額の予算を充てています。相変わらずの同和対策、厳しい税の取り立て、本来行政がすべき事を民間へ委託する事等々を指摘して反対しました。
追加上程された今年度一般会計補正予算の「国際観光まちづくり推進事業費」、「桑名竹取プロジェクト推進事業費」（地方創生加速化交付金）には、外部委託がほとんどであり、必要性も緊急性も感じられないので反対しました。
「戦争法の廃止を求める桑名市民の会」から出された「『安全保障関連法の廃止を求める意見書』の提出を求める請願書について」の請願は、総務安全委員会では、賛成４人、反対３人で採択されましたが、最終日の本会議の採決では、賛成８人、反対１６人の賛成少数で採択されませんでした。「この桑名から全国へ平和の声を上げて行こうではありませんか。平和を願う、議員皆さんのご賛同をお願いします。」と訴えましたが駄目でした。
もう１つの請願「ＴＰＰ協定を国会で批准しないことを求める請願」（農民運動三重県連合会から）は、都市経済委員会では、３対３の同数で、委員長判断で不採択になりました。本会議では、賛成７人、反対１７人の賛成少数でこれも採択されませんでした。
今後は、新しく決まった予算、しっかりとチェックしていきたいと思います。と共に、要求実現「子どもの医療費の窓口無料化」、「小学校の普通教室にエアコンの設置」「国保税の引下げ」の可能性を追求していきたいと思います。
裏面は、桑名駅どうなるの（２０１６年度予算から）
（実物は別のものです。内容は同じ。）
桑名駅舎（ＪＲ東海・近鉄）は全額税金で建設（総額１００億円とすると国税８５億円、市税１５億円）
ならば、駅舎＝「桑名のシンボル」ですから「デザインを公募」すべきではないか！！
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  駅東側のロータリー
桑名駅自由通路整備計画図（案）
桑名駅東駅前広場整備高層図（案）
桑名市は、「総合計画」の下に、いろんな計画があり、事業が遂行されています。

「立地適正化計画」
（2015年度830万円、2016年度520万円、2017年度1,310万円）
2015年度 基礎調査及び計画策定業務,2016年度 計画策定業務,2017年度 計画策定・とりまとめ
【議会での質問】「立地適正化計画」は、３年で2,000万円を超える予算（委託）です。究極の無駄遣いと思われます。計画は２割、３割の人口減を前提にしていますが、桑名市が作成した「人口ビジョン」＝１割減は頭にあるのですか。本当に、「コンパクトシティ」は必要なのか。【答弁】今年度は、「都市機能誘導区域」、「居住誘導区域」に関する方針設定まで行う。来年度以降、これらを順次設定していく。安全・安心な暮らしを守り、利便性や快適性の向上を図る長期的な施策として、「コンパクトシティ」に向けた取り組みは重要です。
（解説　居住誘導区域：居住を誘導して人口密度を維持するエリア）
桑名駅周辺施設整備事業（2016年度1億8,000万円）
2015年度　自由通路及び橋上駅舎化基本設計、暫定桑名駅東広場設計
2016年度　自由通路及び橋上駅舎化実施設計（8,000万円）、暫定桑名駅東広場整備工事（1億円）
今までに7,000万円が費やされています。（何に使われたのか。誰も反省していない。）
駅西土地区画整理事業（2016年度用地取得費を含んで12億4,850万円）
　2014年度　実施設計・測量等業務委託　537万円、

審議会運営補助業務委託　293万円、
建物移転補償調査　１３件　　1,152万円、

建物移転補償　　　３３件6億1,090万円
　2015年度　実施設計・測量等業務委託1,231万円、

審議会運営補助等業務委託　270万円、
建物移転補償調査　２４件　　2,217万円、

建物移転補償　　　２３件6億2,000万円
　2016年度　実施設計・測量等業務委託１億1,000 万円、

審議会運営補助等業務委託 300万円、
建物移転補償調査　３９件 　　　4,700 万円、

建物移転補償　　　３１件  8億 5,700万円

総工費２８５億円
現在の状況、仮換地指定（現在住んでいる人が何処へ行くか）は終了
金額での進行率　３９　％
移転の進行率　　　９　％　(使用収益開始の整備済み宅地率)
2016年度　集団移転用集合住宅建設（桑名市の土地に民間のお金で建設）
2020年度　蛎塚益生線をおおむね完成させ、駅西口を中心に整備
2034年度　完了予定（２０年後に１０年再延長）
　　　　　果たしてこの金額この期間でできるのか疑問の声が上がっています。
まちづくり関連業務費
（2015年度500万円、2016年度300万円）
2015年度　桑名地区都市再生整備計画　進捗管理・検証、事後評価
2016年度　桑名駅周辺地区都市再生整備計画　進捗管理・検証
　　　

問題点　桑名駅周辺地区まちづくり（何をするのか）、駅西地区優良建
築物（新たに税金を投入するのか）、「桑名駅周辺土地利用構想懇話会」

は何ものか（情報公開で調査中）、桑名市はメンバーの公開を拒否、会

長は都市計画審議会の会長さんらしいが、メンバーは利害関係者が多く

無給で行っているところが怪しい。何を企んでいるのか解明が必要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































